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適用額明細書の記載の手引 
(連結申告以外の申告用) 

≪令和４年４月１日以後終了事業年度≫ 

法人税関係の租税特別措置の適用を受けようとする場合には、｢適用

額明細書｣を作成し、法人税申告書に添付して税務署に提出する必要が

あります。 

この手引は、本制度の概要をはじめ、｢適用額明細書｣の具体的な記

載の仕方や留意点について取りまとめたものです。 

｢適用額明細書(連結申告以外の申告用)｣を作成する際にご参照くだ

さい。 

なお、連結納税制度の適用を受けている法人は、原則として、令和

４年４月１日以後最初に開始する事業年度から連結納税制度に代えて

グループ通算制度の適用を受けることとなり、通算法人として申告を

行うこととなります。通算法人として申告を行う場合の適用額明細書

は｢適用額明細書(連結申告以外の申告用)｣を使用し、記載要領につい

ては本手引をご参照ください。 

 


